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事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

労働力不足や物流量の増加に伴う業務効率化、コロナ渦での非接触

化が求められています。こうした中、次世代空モビリティ(ドローン・空飛ぶク

ルマ)による省エネルギー化や人手を介さないヒト・モノの自由な移動が期

待されています。その実現には、次世代空モビリティの安全性確保と、運

航の自動・自律化による効率的な運航の両立が求められます。

本事業ではドローン・空飛ぶクルマが安全基準を満たす機体性能である

かを適切に評価・証明する手法の開発、１人の運航者により複数のド

ローンを飛行させるための技術開発・実証を行います。

 また、空飛ぶクルマの高密度運航や自動・自律飛行に必要な技術開発

を行うとともに、航空機やドローン、空飛ぶクルマが同時に飛行することを

想定し、効率的な空域共有方法の設計・開発・実証等を行い、省エネ

ルギー化と自由な空の移動を実現します。

成果目標

令和４年度から８年までの事業期間（５年間）で、技術開発・実証

を通じてドローンのさらなる利活用拡大、大阪関西万博での空飛ぶクルマ

の活用と事業化を目指します。

• ドローン・空飛ぶクルマが第三者上空を飛行するためには、安全基
準を満たす必要があり、そのために機体性能を適切に評価し、安全
性を証明する手法の開発に取り組みます。

• １人の運航者により複数のドローンを飛行させるための技術開発を
行うとともに、同時運航に必要な運航体制の検証、それらの安全
性を評価する手法の開発を実施します。

• 航空機、ドローン、空飛ぶクルマが同じ空域を飛行する際の空域共
有の方法に関する全体アーキテクチャ設計、技術開発、実証等を
行います。

• また、空飛ぶクルマの高密度運航や自動・自律飛行に必要となる
航法や通信、動態把握等に関する技術開発・検証を行います。
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（１）性能評価基準の開発

（２）運航管理技術の開発

①委託・補助※

②委託

③委託
民間企業等

※2/3補助

• 上記研究開発成果について、海外発信を進め、国際標準化への
提案を実施し、我が国主導によるルール形成を行います。

（３）国際標準化


